
【別紙様式】

事業名

総事業費
（千円）

160,370千円
交付金関連事業費
（交付対象経費）

（千円）
160,370千円

事業概要

新型コロナウイルス感染
症への対応（経済対策）と

の関係

福島県では、新型コロナウイルスの影響により経営悪化が継続している航空会社への支援事業を展開し、
福島空港の交流ネットワーク基盤の維持を図ります。

福島空港定期路線を運航する航空会社への空港ビル施設使用料の補助

①目的
福島空港定期路線（大阪伊丹便、北海道新千歳便）の維持

②交付金を充当する経費・算定根拠
・ANAに対する補助　１41,673千円
・IBEXに対する補助　18,697千円

③交付対象
　１）交付対象者
　　定期路線を運航する航空会社

　２）交付対象者の選定理由・選定方法
　　定期路線が廃止された場合、県民や県内企業の経営活動、観光、地域間交流
に大きな影響が生じるため。

④期待される効果
　　定期路線の運航を支援することにより、空港利用者の利便性が図られるとと
もに県民・県内企業の重要な交流基盤である福島空港の機能が維持される。

令和3年度の福島空港の利用状況については、新型コロナウイルス感染拡大に
伴う定期路線の運休・減便や、国内外のチャーター便運航中止により9万7千人
余り（前年比＋４２．３％）となりました。これは、令和2年度の6万8千人に次ぐ
開港以来2番目に低い実績となります。
また、航空会社（ＡＮＡＨＤ）でも２０２２年3月期第3四半期決算において、「国内
の旅客、国際の貨物、コストマネジメントにより８四半期ぶりに営業利益が黒字
転換したものの、国内線はコロナ以前の5割程度、国際線は需要が大きく低迷し
た状況が続くなど厳しい状況が継続しています。
これらの状況は、旅行会社や県内企業においても同様であり、上記の支援を行
うことは、地域経済の支援を同意義であり、地方創生に資する事業にも該当す
るものであるため、地方創生臨時交付金を活用することが妥当といえる。



【別紙様式３】

事業名

総事業費

（千円）
142,347千円

交付金関連事業費

（交付対象経費）

（千円）

142,347千円

事業概要

新型コロナウイルス感染症

への対応（経済対策）との

関係

　福島県は、新型コロナウイルス感染症への対応として、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

を活用し、制度要綱に定める交付対象事業の要件「新型コロナウイルスの感染拡大の防止及び感染拡大の影響

を受けている地域経済や住民生活の支援を通じた地方創生に資する事業」に該当する以下の事業を実施しま

す。

地域公共交通運行継続緊急支援金（第三セクター鉄道等への支援）

①目的

　コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響で厳しい経営状況にある第三セク

ター鉄道等事業者に対して、動力費や修繕費、列車運行に必要となる人件費等の一

部を支援し、県民の日常生活の交通手段（足）を維持・確保する。

②交付金を充当する経費・算定根拠

　支援金：会津鉄道（株）21,423千円（動力費等高騰相当額）

　　　　　野岩鉄道（株）  6,821千円（〃）

　　　　　阿武隈急行（株）112,500千円（列車運行に係る人件費等）

　　　　　福島交通（株）  1,603千円（動力等高騰相当額）

③交付対象

　１）交付対象者

　　　県内第三セクター鉄道等事業者４社（会津鉄道（株）、野岩鉄道

　　（株）、阿武隈急行（株）福島交通（株））

　２）交付対象者の選定理由・選定方法

　　　県内第三セクター鉄道等事業者は、新型コロナウイルス感染症の影響により

輸送人員が大幅に減少し採算が大幅に悪化しているが、鉄道事業という性質上、代

替となる事業は存在せず、鉄道事業の縮小、廃止は県民生活に多大な悪影響を及ぼ

すため、実施主体である県内第三セクター鉄道等事業者を交付対象者として、支援

金を交付する。

④期待される効果

　新型コロナ感染症の影響下においても、安定的な鉄道事業の継続が図られること

により、県民の日常生活の交通手段（足）が維持・確保される。

　少子高齢化やモータリゼーションの進展等による輸送人員の減少が問題となって

いる中、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う輸送人員の大幅な減少によ

り、鉄道事業者は事業継続が困難な状況に陥っている。

　県内第三セクター鉄道等事業者を交付対象として支援金を交付し、鉄道事業の継

続を支援する本事業は、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けている地域経済

の支援を通じた地方創生に資する事業に該当するものであり、地方創生臨時交付金

を活用することが妥当である。


